
タクシー事業の現状について

（特別区・武三交通圏）

資料１－１
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車両台数 延べ実働車両数（総供給） 総実車キロ（総需要） 日車営収

１．車両台数と総需要量、総供給量、日車営収の推移 （原価計算対象事業者）

１

特別区・武三交通圏

100.0%

H23.3.11
東日本大震災

（前年同月比）

28,178

適正と考
えられる
車両数

25,046

H21.10.1
タク特措
法施行
特定地域
指定

H20.7.11
特定特別
監視地域
指定

H24.10.1
特定地域
再指定

H26.1.27
改正タク特措法
施行
準特定地域指定
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98.7

101.2
102.3

34,230 32,255 27,988 27,707 27,661 27,573

資料：関東運輸局調べ



２．各種指標の比較 （特別区・武三交通圏） １／３

２

①輸送人員の推移

②営業収入の推移

資料：関東運輸局調べ
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２．各種指標の比較 （特別区・武三交通圏） ２／３

３

③日車営収の推移

④日車実車キロの推移

資料：関東運輸局調べ
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２．各種指標の比較 （特別区・武三交通圏） ３／３

４

⑤実働率推移

⑥実車率の推移

資料：関東運輸局調べ
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３．タクシー運転者証及び事業者乗務証の交付件数の推移 （特別区・武三交通圏）

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より

○法人件数

全国平均年齢 平成29年

ﾀｸｼｰ運転者 58.4
全産業労働者 42.5

資料：東京タクシーセンター調べ ５

○個人件数



４．法人タクシー運転者の年齢構成の推移（特別区・武三交通圏）

資料：東京タクシーセンター調べ

※運転者証交付者数

法人タクシー運転者の年齢構成の推移を、平成28年３月末、平成29年３月末、平成30年９月末
の３時点で比較すると、60歳以上の運転者の比率が減少基調で推移しており、直近では半数を下
回っている。法人タクシー運転者の平均年齢についても漸減傾向にある。

（平均年齢：58.6歳）

（平均年齢：58.4歳）

６

（平均年齢：58.2歳）
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平成28年3月末

平成29年3月末

平成30年9月末

25歳未満 30歳未満 35歳未満 40歳未満 45歳未満 50歳未満 55歳未満 60歳未満 65歳未満 70歳未満 75歳未満 80歳未満 85歳未満 総数
平成28年3月末 353 553 934 1,778 3,844 6,042 7,661 8,551 10,568 13,503 6,081 1,460 128 61,456
平成29年3月末 420 765 1,029 1,720 3,584 6,071 7,577 8,322 9,704 12,967 6,487 1,827 168 60,641
平成30年9月末 737 1,249 1,218 1,881 3,256 5,847 7,753 8,310 8,930 10,998 7,665 2,201 236 60,281

割合
平成28年3月末 31,740 51.6%
平成29年3月末 31,153 51.4%
平成30年9月末 30,030 49.8%

60歳以上

25歳未満 30歳未満 35歳未満 40歳未満 45歳未満 50歳未満 55歳未満 60歳未満 65歳未満 70歳未満 75歳未満 80歳未満 85歳未満
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５．タクシー運転者の年間賃金・平均労働時間の推移

６．タクシー運転者の意識調査結果（生活実態）

７

(年) 資料：労働組合調べ

出典：（厚生労働省）賃金構造基本統計調査

労働時間賃 金

出典：（厚生労働省）賃金構造基本統計調査
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新規乗務員 退職者数 運転者の増減

８

特別区・武三交通圏におけるタクシー運転者の最近の状況をみると、新規乗務員の数は平成21
年９月頃を境に減少傾向にある。一方、月別の退職者数は同時期以降、高い水準を保っており、こ
れを反映して、運転者数全体としては平成21年９月に減少に転じて以降、単月では平成28年６月と
平成29年４月、６月にそれぞれ増加となっているものの、全体的には減少基調による推移となって
いる。

（人）

７．タクシー運転者の最近の状況（新規・退職） （特別区・武三交通圏）



８．ＬＰＧ価格の推移

ＬＰＧ価格については，昭和６０年頃から下がり、平成元年が最近では一番低い価格になっている。平成元年以
降は若干上昇し、平成３年から平成１６年までは５０円台をキープしており価格は概ね安定していたが、平成１７
年以降、大幅な上昇・下降が繰り返されている。
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東京タクシーセンター調べ

９．苦情発生件数
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運送引受拒絶

運送の継続の拒絶又は中断

接客態度不良

乱暴運転

不当料金請求

迂回走行

料金不審

釣銭不払

メーター操作不適切

その他

平成 年度

件

・平成13年度以降は、それ以前に
比べ苦情件数が増加。

・接客態度不良の苦情が最多件数
であり、増加傾向にあった。

・平成16年度にピークを迎えて以
降は、多少の起伏を示しながらも、
全般的には下降傾向にあったが、
平成27年度から再び増加傾向が
みられる。

・タクシー事業の適正化に伴うタク
シーの不足や、乗車しにくいとい
う苦情は見受けられない。



１０．準特定地域における活性化事業計画の認定申請状況等について
（平成30年3月31日現在）

11

事業者数 減車数 休車数

特別区・武三交通圏 H21.12.18 338 334 276 1,710 2,654 12,457 11,145 11,145

北多摩交通圏 H22.2.24 39 39 35 53 82 157 150 150

南多摩交通圏 H22.2.24 25 25 18 12 27 260 240 240

西多摩交通圏 H22.2.24 8 7 5 16 2

特別区・武三交通圏 27,601 -0.4% 24,641 ～ 27,722

北多摩交通圏 1,737 9.3% 1,401 ～ 1,576

南多摩交通圏 1,227 1.1% 1,057 ～ 1,214

西多摩交通圏 209 11.5% 164 ～ 185

※車両数は、その他ハイヤーを除いたもの。

特別区・武三交通圏 33,943 27,601 18.7% 23,500 ～ 26,500

北多摩交通圏 2,015 1,737 13.8% 1,550 ～ 1,750

南多摩交通圏 1,345 1,227 8.8% 1,100 ～ 1,250

西多摩交通圏 239 209 12.6% 180 ～ 200

約20％～30％

約13％～23％

約7％～18％

約16％～25％

上限値②

適正車両数
（南多摩以外　H30.8.24公示）

（南多摩　H28.7.15公示）

●旧タク特措法時の基準車両数と適正車両数（参考）

営業区域名
基準車両数

①
(H20.7.11)

現在車両数
②

減車率
(１－②/①)

地域計画に示された基準
車両数と適正と考えられる

車両数との乖離

適正車両数
(特別・武三　H21.10.14公表)

(多摩　H21.11.4公表)

※認定は、取下・再申請、追加申請、事業廃止等を反映したもの。

※事業者数は、ハイヤー・福祉車両のみを保有している事業者を除いたもの。

事業者数
(H30.3末)

営業区域名

適正車両数
上限との乖

離率
(1-②/①)

営業区域名
現在車両数

①

下限値

法人タクシー

認定

個人タクシー

認定
事業者数
(H30.3末)

うち事業再構築を定めた者

地域計画
合意 事業者数

(H30.3末) 認定
事業者数

申請者数
(H30.3末)



資料１－2

■タクシー業界の取り組み■



目次

1

1．妊婦・子ども向けタクシー取組事業者数及び認定運転者数シェア（妊婦向けタクシー）

2．ＵＤ研修受講者数及び受講運転者数シェア

3．観光タクシー取組事業者数・認定者数及び認定運転者数シェア

4-1．外国語講習受講者数及び受講運転者数シェア(ホスピタリティタクシー)

4-2．外国語講習受講者数及び受講運転者数シェア(TSTiEドライバー）

5．アプリ配車の導入自動車数及び対応者数シェア

6-1．UDタクシーの導入車両数及び導入車両数シェア（JPN TAXI）

6-2．UDタクシーの導入車両数及び導入車両数シェア（NV200・セレナ）

7．環境対応車の導入車両数及び導入車両数シェア

9．クレジットカード・電子マネー等導入事業者数及び導入車両数シェア



4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
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3000 平成28年度配車回数 平成29年度配車回数

1．妊婦・子ども向けタクシー取組事業者数及び認定運転者数シェア（妊婦向けタクシー）

出展：関東自動車無線協会
総務省統計局人口動態調査人口統計月報
東京交通新聞

事前登録により、24時間365日いざという時に病院へ向かうことが可能で、タクシーに乗車してからも道案内は不要です。
現在でも都内法人タクシーの約７５％となるタクシーで対応が可能となっております。

H29都内出生数（月平均）
約９３９８人

約４割の方が出産時にご利用いただいています。

2

妊婦向けタクシー実績（特別区・武三地区） 妊婦向けタクシー サービス提供会社（特別区・武三地区台数）

グループ名 サービス名
グループ台数
（H30.6末）

日本交通 陣痛タクシー 4546台

国際自動車 マタニティ・マイタクシー 3461台

大和自動車交通 たまごタクシー 2057台

帝都自動車交通 ファミサポタクシー 1057台

日の丸交通 子育てタクシー 1367台

東京無線 プレママ安心タクシー 3774台

京王自動車 はぴママサポートタクシー 229台

荏原交通 陣痛タクシー 324台

チェッカー無線
協同組合

子育て支援 3641台

合計 -
２０４５６台
（特別区・武三の
法人タクシーの約

７５％）
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2．ＵＤ研修受講者数及び受講運転者数シェア

出展：（一社）全国福祉輸送サービス協会(都内全域)

高齢者やお身体の不自由な方とのコミュニケーション、車椅子の取扱いや乗降時の介助方法などについて学ぶ研修です。

（人）

平成26年からは（公財）東京タクシーセンターが実施する、新任乗務員を対象とする新規講習におい
て同研修が組み込まれ、受講者数は、急増傾向にあります。

3

ＵＤ研修修了者数推移



4

3．観光タクシー取組事業者数・認定者数及び認定運転者数シェア
ドライバーが観光案内・カメラマン・ヘルパーとしてお客様と一緒に観光地を回るサービスです。
協会で認定制度を設けることにより質の高いサービスをご提供しています。また2年毎の更新制度としており、更新時にはス
キルアップの研修も実施しています。
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468

1141

1610
184319691929

＜第1期～第７期 総計＞
[総受講者] 2６67名 [会社数] 167社（共に個タク・協会外含む）
＜平成３０年4月1日 現在＞
[認定者] 19２９名 [会社数] 162社 （共に個タク・協会外含む）

2020年までに３０００人の乗務員の方を認定することを目標としています。

認定までの流れ 認定者数推移

出展：（一社）東京ハイヤー・タクシー協会(都内全域)



4-1．外国語講習受講者数及び受講運転者数シェア(ホスピタリティタクシー)
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

ホスピタリティタクシー乗務員数推移

（公財）東京タクシーセンターにおいて実施されております。外国人の習慣やタクシー営業に必要な基本的な会話等を知る、
接遇向上を目的とした内容となります。 初級から上級とレベルに応じて受講可能で、いずれかの研修受講で、ホスピタリ
ティタクシーとして認定されます。

東京タクシーセンターで実施された研修の内訳

平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度

実施
回数

受講
者数

実施
回数

受講
者数

実施
回数

受講
者数

実施
回数

受講
者数

英語
初級

12 485 12 492 10 409 6 231

英語
中級

13 552 12 488 12 476 6 221

英語
上級

7 267 6 206 6 165 3 104

合計 32 1304 30 1186 28 1050 15 556

車体表示とおもてなしレーン

羽田空港国際線タクシー乗り場では、外国人の方へのサービス向
上を図るため、専用レーンを設けており、同研修修了が条件となっ
ています。

5

参考：（公財）東京タクシーセンター（特別区・武三地区）



4-2．外国語講習受講者数及び受講運転者数シェア(TSTiEドライバー）

英語で観光案内が可能なTSTiEドライバーの育成をしております。平成28年度からは東京都が実施する構造改革特区法にて
認定を受けたハイヤー・タクシードライバー向けの「地域限定特例通訳案内士認定研修」により育成を後押し頂いています。

・30分の平均的な価格：１０００円
・通訳の同乗が不要
→費用・席数負担：小

・2020年：300人認定目標
・現状：約８０名認定見込み

東京観光タクシー
認定ドライバー
（東タク協認定）

■東京シティガイド検定合格
■ユニバーサルドライバー

研修終了
■東京観光タクシードライ

バー認定研修修了

都内のハイヤー
タクシードライバー

東京都地域限定
特例通訳案内士
認定研修

（東京都主催）

■TOEIC600点以上（同等の英語力）が条件
■最大56時間（8日間）の研修（観光英語だけで
なく、救急救命、旅程管理等の内容も含む）
＊東京観光タクシー認定ドライバーには免除項目有

・TSTiEドライバー
（東タク協認定）

・東京都地域限
定特例通訳案内士
（東京都認定）

東京都地域限定特例
通訳案内士
（東京都認定）

東京観光タクシードライバー認定研修
（東タク協主催）

認定までの流れ

TSTiEの利用メリット

出展：（一社）東京ハイヤー・タクシー協会(都内全域)

6



各社・各グループの配車アプリにおいては、業務提携も多くされ非常に多くの会社がアプリで配車することが可能となりました。

都内の法人タクシーは30813台（H30.3末）なので、約68％の車両が対応できます。

7

導入状況(３月末)

地域 導入事業者数 導入台数

北海道 ３６ ２３００

東北 ６０ ２８０６

関東 ４０９ ２７９６０

中部 １４８ ８６０７

関西 １１４ ９７６７

中国 ４７ ２８３２

四国 ４７ ７２９

九州・沖縄 ２２３ ９１０８

合計 １０８４ ６４１０９

■ 東 京 ２３６ ２０８４２

参考(一社)全国ハイヤー・タクシー連合会
タクシー事業に関する調査結果より

（都内全域）

5．アプリ配車の導入自動車数及び対応者数シェア

東京で実施する主な配車アプリ

都内シェア

約６７，６％



6-1．UDタクシーの導入車両数及び導入車両数シェア（JPN TAXI）
東京都が平成28年度予算内において「環境性能が高く誰にでもやさしいタクシー（ＵＤタクシー）の普及促進」という項目で61億円を計上。国土交通
省においても補助金体制があり、UDタクシーの導入促進がされております。これらを活用し、２０２０年までに１万台の導入を目指しております。
JPN TAXIは当補助金対象車両になっております。平成２９年１０月より販売開始され、順調に導入が進んでおります。

8

導入状況(7月末)

地域 導入台数 シェア

北海道 ３６２ ５．９％

東北 １７９ ２．９％

関東
(東京含む)

３８７６ ６２．９％

中部 ７５４ １２．２％

関西 ４３９ ７．１％

中国 １１１ １．８％

四国 ４１ ０．７％

九州・沖縄 ４０２ ６．５％

合計 ６１６４ -

■東京 ３３１２ ５３．７％
(全国シェア)

参考：旬刊ザ・タクシー（自販連まとめ）のデータ
（都内全域）



6-2．UDタクシーの導入車両数及び導入車両数シェア（NV200・セレナ）
NV200はNYのイエローキャブにも採用され、景観の一つとして現地に溶け込んでおります。後ろから車椅子乗車が可能となっており、簡易的な操作
でご乗車いただけます。
東京都の補助金ではセレナが該当車両で、NV200と同様に後ろからの乗車が可能となっています。

9

導入状況(３月末)

地域 導入台数 シェア

北海道 ２４ ２％

東北 ８２ ６．８％

関東
(東京含む)

３７６ ３１．２％

中部 ２０１ １６．７％

関西 ５７ ４．７％

中国 ２４７ ２０．５％

四国 １６ １．３％

九州・沖縄 ２０２ １６．８％

合計 １２０５ -

■ 東 京 ６９ ５．７％
（全国シェア）

参考(一社)全国ハイヤー・タクシー連合会
タクシー事業に関する調査結果より

（都内全域）



7．環境対応車の導入車両数及び導入車両数シェア

LPG
ハイブ
リッド
（ＨＶ）

ハイブ
リッド（Ｈ
Ｖ）

プラグイ
ン・ハイ
ブリッド
車(PHV)

電気

自動車
(EV)

クリーン

ディーゼ
ル

ガソリン
車

LPGハイ
ブリッド
車

燃料電
池車

計

内数LPG
改造車

25874 1312 175 2 13 3 216 1939 3 29362

出展：（一社）東京ハイヤー・タクシー協会（都内全域）
平成３０年３月３１日現在

東京のタクシーは環境対策として、地球に優しい燃料のLPガスを仕様しています。
近年では燃料電池車など低公害車の導入も促進しております。

10

フォローアップ調査で環境対応車として定義され
たのは、電気自動車（プラグインハイブリッド車
含む）、燃料電池車となっている。

しかし、現在導入が進んでいるJPN TAXIはLPGハ
イブリッドで対象車両となっていないものの、非
常に環境性能に優れた車両となっている。



9．クレジットカード・電子マネー等導入事業者数及び導入車両数シェア

クレジットカード対応 98.6％
電子マネー対応 80.9％

出展：（一社）東京ハイヤー・タクシー協会(都内全域)
[平成30年3月31日現在]

利用者の支払い方法の多様化に対応すべく、従来からの現金・チケット・クーポン券に加え、クレジットカードやICカード、電子
マネーが利用出来るよう、進めております。

対応車両数比率

11



 
事 務 連 絡 
平成３０年６月２６日 

 
各地方運輸局自動車交通部長 殿 
沖縄総合事務局運輸部長 殿 
 

自動車局旅客課長 
 
 
「特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特

別措置法」に係るフォローアップ調査の報告期限の変更について 
 

平成 26 年の「特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特

別措置法」（平成 21 年法律第 64 号）改正時の附則及び衆参両院の附帯決議により、適正化・活性

化の取組状況についてフォローアップを行うこととされている。法施行から 3 年分の調査結果に

ついては、本年 3 月、特定地域の指定の開始（平成 27 年）後の施行の状況及び効果についてとり

まとめ、国会に報告したところである。 
なお、フォローアップ調査については、改正タクシー特措法の附則及び衆参両院の附帯決議に

基づき、今後も 3 年毎に総合的に検証を行い、国会に報告することとされていることから、平成

29 年度以降についても、継続して調査を実施し、検証等を行うことが必要である。 
ついては、「特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化

に関する特別措置法」に係るフォローアップについて（調査依頼）（H28.12.27 付け国自旅第 266
号）に基づき、平成 29 年度の調査を依頼するものであるが、当該調査は、特定地域及び準特定地

域の全事業者を対象に実施するものであること、データの収集・精査には十分な時間を確保する

必要があることに鑑み、当該調査通達に定める報告時期を下記のとおり改めることとしたので、

事務処理上遺漏のないよう取り計らわれたい。 
 

記 
 

Ⅰ 共通事項 

③報告期限：本省あて毎年 12 月 21 日 
         （タクシー事業者による地方運輸局等あて報告期限 12 月 7 日） 
 
 
 
 
 
 

 

資料２ 



 
国 自 旅 第 ２ ６ ６ 号 
平成２８年１２月２７日 

 
各地方運輸局長 殿 
沖縄総合事務局長 殿 
 
 

自 動 車 局 長       
                              （ 公 印 省 略 ） 
 
 
「特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特

別措置法」に係るフォローアップについて（調査依頼） 
 
 

平成 26 年の「特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特

別措置法」（平成 21 年法律第 64 号）改正時の附則及び衆参両院の附帯決議により、適正化・活性

化の取組状況についてフォローアップを行うこととされている。 
このため、平成 28 年 4 月に策定した「タクシー革新プラン 2016 ～選ばれるタクシー～」に

おいては、特定地域・準特定地域（以下、「特定地域等」という。）における地域指定の効果につい

て、具体的な項目を定め、改善度や目標達成度を通じて地域・事業者の取組を評価し、その結果

を公表することとしている。 
ついては、今後下記要領に基づき調査することとしたので、管内運輸支局等に周知されたい。 
なお、本件については、一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会あて、別添のとおり通知

したので申し添える。 
 
 

記 
 
 
Ⅰ 共通事項 
① 調査対象：特定地域等の全事業者 
② 調査対象期間：毎年 4 月 1 日～3 月 31 日までの間、もしくは年度末時点（「賃金の改善

度」については、別に定める期間） 
③ 報告期限：本省あて毎年 6 月末日 
④ 公表時期：毎年 8 月（平成 29 年度以降） 
⑤ 公表の方法：地域のタクシー協会は、特定地域等の計画に基づく適正化・活性化の取組

状況（地域単位、事業者単位）をホームページで公表。国土交通省は、全国の対象地域単

位の適正化・活性化フォローアップ結果をとりまとめ、ホームページで公表。 



Ⅱ フォローアップの内容 
１ 適正化事業について 
（１） 減車、休車、営業方法の制限、実働率の状況 

調査対象期間：4 月 1 日～3 月 31 日 
調査項目：当該期間における減車等台数・実働率 
※輸送実績報告書に基づき、集計の上報告すること。 

 
（２）労働環境改善に向けた取組状況 
① 特定地域等指定基準に基づく指標 

調査対象期間：4 月 1 日～3 月 31 日 
調査項目： 
・日車営収の改善度 
・実在車両数と適正車両数の乖離率の改善度 
・実働実車率の改善度 
・赤字事業者車両数シェアの改善度 
※輸送実績報告書・事業報告書に基づき、集計の上報告すること。 
 

② 賃金の改善度 
調査対象期間：2 月～4 月の 3 ヶ月間 
調査項目：運転者給与支払総額、運転者総労働時間、総売上 等 
※別紙様式１により調査し、集計の上報告すること。タクシー協会加盟事業者については、

タクシー協会において調査。協会加盟事業者以外は、運輸支局等において調査。 
 

③ 運転者負担の解消割合 
調査対象期間：年度末時点 
調査項目：カード手数料、無線使用料、カーナビ・ＧＰＳ使用料、制服代、黒タク乗務料、 

回送時の高速料金、公共的割引料金 等 
※別紙様式２により調査し、集計の上報告すること。タクシー協会加盟事業者については、

タクシー協会において調査。協会加盟事業者以外は、運輸支局等において調査。 
 
④ 平均車齢の改善度 

調査対象期間：年度末時点 
調査項目：平均車齢 
※別紙様式２により調査し、集計の上報告すること。タクシー協会加盟事業者については、

タクシー協会において調査。協会加盟事業者以外は、運輸支局等において調査。 
 

⑤ キャリアパスの明示・スキル評価の有無 
調査対象期間：4 月 1 日～3 月 31 日 
調査項目：キャリアパスの明示、スキルアップのための研修制度、スキルに対する処遇面

での評価の有無、採用者数、採用者平均年齢、離職者の平均勤続年数 等 



※別紙様式２により調査し、集計の上報告すること。タクシー協会加盟事業者については、

タクシー協会において調査。協会加盟事業者以外は、運輸支局等において調査。 
 
２ 活性化事業について 
（１） 評価指標 

調査対象期間：年度末時点 
調査項目：以下の項目毎に目標値の設定を前提 

① 妊婦・子ども向けタクシー取組事業者数及び認定運転者数シェア 
② UD 研修受講者数及び受講運転者数シェア 
③ 観光タクシー取組事業者数・認定運転者数及び認定運転者数シェア 
④ 外国語講習受講者数及び受講運転者数シェア 
⑤ アプリ配車の導入事業者数及び対応車両数シェア 
以下、設定することが望ましい項目 
⑥ UD タクシーの導入車両数及び導入車両数シェア 
⑦ 環境対応車の導入車両数及び導入車両数シェア 
⑧ 先進安全自動車（ASV）導入車両数及び導入車両数シェア 
⑨ クレジットカード・電子マネー等導入事業者数及び導入車両数シェア 

※別紙様式２により調査し、集計の上報告すること。タクシー協会加盟事業者については、

タクシー協会において調査。協会加盟事業者以外は、運輸支局等において調査。 
 
（２）計画的な活性化の促進 

各協議会は、活性化の取組を計画的に進めるため、項目毎に目標値を設定し、調査結果の検

証と新たな目標を設定し、6 月末までに国土交通省に報告する。なお、本報告は地域計画へ反

映したものの提出をもって代えることができることとする。 
新たな目標（項目の追加、目標値の見直し等）の設定においては、利用者アンケート等を活

用し利用者の満足度を踏まえるなど、サービスの拡大と合わせ内容の充実についても見直し

を検討する。 
協議会の存する地域のタクシー協会は、新たな目標の設定等に関する協議会の開催に際し、

時間的余裕を持って調査結果を協議会に報告する。 
 
３ 評価手法 
（１） 地域の取組に対する評価 

・１（２）、２（１）の各項目について、対前年同期比の伸び率（改善度）をもって評価

する。 
・全国における特定地域等の平均値に対する各特定地域等の値を比較し評価する。 

 
（２） 個別事業者の取組に対する評価 

・１（２）、２（１）の各項目について、対前年同期比の伸び率（改善度）をもって評価

する。 
・地域の平均値に対する各事業者の値を比較し評価する。 



 
４ 公表の内容・方法 
（１）地域のタクシー協会の場合 

・地域のタクシー協会は、国土交通省の集計結果をもとに、管内の状況について特定地域等毎

に公表する。 
・（２）により優良事業者としての評価を受けた事業者の実績を公表する。 

 
（２）国土交通省の場合 

・国土交通省は、１（１）、（２）、２（１）の各項目について、全国の平均値とともに、

特定地域等毎に地域の平均値を公表する。なお、本調査の実施にあたり協力が得られな

かった事業者があった場合は、当該地域における協力が得られなかった事業者数を合わ

せて公表する。 
・全ての項目において、地域の平均値を上回り、取組事項が先進的であるなど、総合的に

判断して、優良である事業者を公表することとする。 
 
５ その他 
   本調査は、行政処分及び監査を行うことを目的として実施するものではない。 
 
 



資料３－１

345 27576 60192

(出展)
東京タクシー
センター

会社数 対前年比 全体比率 認定者数 対前年比 全体比率

H26 110 - 31% 9207 - 15%

H27 121 110% 35% 13155 142% 21%

H28 129 106% 37% 14079 107% 23%

H29 134 103% 38% 19417 137% 32%

会社数 対前年比 全体比率 認定者数 対前年比 全体比率

H26 175 - 50% 3647 - 6%

H27 184 105% 53% 4450 122% 7%

H28 195 105% 56% 5679 127% 9%

H29 255 130% 73% 19288 339% 32%

会社数 対前年比 全体比率 認定者数 対前年比 全体比率

H26 140 - 40% 734 - 1%

H27 153 109% 44% 868 118% 1%

H28 168 109% 48% 1142 131% 1%

H29 158 94% 45% 1254 109% 2%

3.観光タクシー取組事業者数・認定運転者数及び認定運転者数シェア

年度
事業者数 運転者数

年度
事業者数 運転者数

フォローアップ通達に基づく活性化項目の
調査結果

事業者数
（h30.3末法人）

車両数
（h30.3末法人）

運転者数
（h30.3末法人）

関東運輸局調べ

＊全ての計算は小数点以下を切り捨て処理とする。

1．妊婦・子ども向けタクシー取組事業者数及び認定運転者数シェア

年度
事業者数 運転者数

2.UD研修受講者数及び受講運転者数シェア
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会社数 対前年比 全体比率 認定者数 対前年比 全体比率

H26 157 - 45% 1494 - 2%

H27 187 119% 54% 2349 157% 3%

H28 205 109% 59% 2728 116% 4%

H29 219 106% 63% 5023 184% 8%

会社数 対前年比 全体比率 車両数 対前年比 全体比率

H26 168 - 48% 12534 - 45%

H27 181 107% 52% 13085 104% 47%

H28 189 104% 54% 13392 102% 48%

H29 203 107% 58% 17320 129% 62%

会社数 対前年比 全体比率 車両数 対前年比 全体比率

H26 23 - 6% 109 - 0.40%

H27 31 134% 8% 132 121% 0.48%

H28 35 112% 10% 267 202% 0.97%

H29 188 537% 54% 2403 900% 8.71%

年度
事業者数 導入車両数

4.外国語講習受講者数及び受講運転者数シェア

年度
事業者数 運転者数

5．アプリ配車の導入事業者数及び対応車両数シェア

年度
事業者数 導入車両数

6.UDタクシーの導入車両数及び導入車両数シェア
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会社数 対前年比 全体比率 車両数 対前年比 全体比率

H26 52 - 15% 1238 - 4%

H27 56 107% 16% 1479 119% 5%

H28 59 105% 17% 1639 110% 5%

H29 45 76% 13% 1061 64% 3%

会社数 対前年比 全体比率 車両数 対前年比 全体比率

H26 8 - 2.32% 199 - 0.72%

H27 7 87% 2.03% 189 94% 0.69%

H28 7 100% 2.03% 281 148% 1.02%

H29 104 1485% 30.14% 1368 486% 4.96%

会社数 対前年比 全体比率 車両数 対前年比 全体比率

H26 292 - 84% 19899 - 72%

H27 292 100% 84% 19473 97% 70%

H28 300 102% 86% 22690 116% 82%

H29 291 97% 84% 23615 104% 85%

9.クレジットカード・電子マネー等導入事業者数及び導入車両数シェア

年度
事業者数 導入車両数

7.環境対応車の導入車両数及び導入車両数シェア

年度
事業者数 導入車両数

8.先進安全自動車（ASV）導入車両数及び導入車両数シェア

年度
事業者数 導入車両数



フォローアップ通達に基づく活性化項目の特別区・武三交通圏の目標（中長期） 

 

 

1．妊婦・子ども向けタクシー取組事業者数及び認定運転者数シェア 

［目標設定］ 

 車両台数 約７５％（現状のサービスを継続する） 

《昨年設定目標：車両台数 約７５％（現状のサービスを継続）》 

 

都内出生数が平成 29 年月平均 9,398 人（平成 29 年東京都人口動態統計年報）で妊婦の方の約 7 割の

方が登録し、約 4割の方が妊婦対応タクシーを利用している。（東京都内全域のデータ） 

なお、特別区・武三交通圏内の 29年月平均出生数は約 7043 人で全体の出生数と比べ 75％となる。 

 

また、現在、各無線協同組合、グループの取組により、車両数の約 75％の台数が対応可能となってい

るため、当面は現状維持でサービスを継続する。 

「資料１-２：タクシー業界の取組み」P2 参照 

2．UD 研修受講者数及び受講運転者数シェア 

［目標設定］ 

 運転者数 ５０％（都内全体で２０２０年までに） 

《昨年設定目標：運転者数 ５０％（２０２０年までに）》 

  

平成 25 年 4 月より、（公財）東京タクシーセンターが実施する、新任乗務員を対象とする新規講習にお

いて同研修が組み込まれ、平成 26 年から毎年、4000 名以上の新任乗務員が受講している。また、既存の

乗務員に対する（公財）東京タクシーセンターのＵＤ研修も毎年 200 名以上が受講している。 

また、国土交通省よりＵＤタクシー車両導入補助金の要綱で、１台当たり３名のＵＤ研修受講者が必

要と指針が示されてから、事業所におけるＵＤ研修受講者数への関心が高まり、事業者としてもより積

極的に受講促進を行っている。 

 

なお、2020 年に向けＵＤタクシー都内全体で 1万台導入に合わせ、運転者数の 50％の受講を目標とす

る。 

「資料１-２：タクシー業界の取組み」P3 参照 

3．観光タクシー取組事業者数・認定運転者数及び認定運転者数シェア 

［目標設定］ 

 運転者数 ３０００名（都内全体で２０２０年までに） 

《昨年設定目標：運転者数 ５０％（２０２０年までに）》 

 

 現在約 1930 名を東京観光タクシードライバーとして認定（H30.4.1）。 

 なお、都内全体で 2020 年までに 3000 名の増員を目指し、事業者及び乗務員への広報活動を推進する。 

「資料１-２：タクシー事業者の取組み」P４参照 

資料３－２ 



 

4．外国語講習受講者数及び受講運転者数シェア 

［目標設定］ 

・TSTiE ドライバー・・・３００名（都内全体で２０２０年までに） 

《昨年設定目標：３００名（２０２０年までに）》 

 

特別区武三交通圏を中心に英語で観光案内ができ、東京都認定の「地域通訳案内士」として活動で 

きるドライバーは約７０名おり、そのうち東京ハイヤー・タクシー協会の「東京観光タクシードライ 

バー」の認定も受け、「TSTiE ドライバー」としての認定を受けているのは約２０名である。 

 引き続き、これら研修の受講を推進し、東京観光タクシードライバー認定者の 10％にあたる 300 人 

の TSTiE ドライバーの認定を目指す。 

 

・ホスピタリティタクシー・・・１００００名（都内全体で２０２０年までに） 

《昨年設定目標：８０００名（２０２０年までに）》 

 

平成 26 年 10 月より（公財）東京タクシーセンターが実施する外国語接遇研修が開始され、既に平 

 成 30 年 3 月末で約 8500 名が受講済みである。平成 29 年度において目標であった 8000 名を達成した

ことから上方修正を図る。 

特別武三交通圏内の、羽田空港国際線ターミナルタクシー乗り場の待機レーンには、ホスピタリテ 

ィタクシー専用レーンの設置があるためインセンティブとなっている面がある 

「資料１-２：タクシー事業者の取組み」P５～６参照 

 

 

5．アプリ配車の導入事業者数及び対応車両数シェア 

［目標設定］ 

 対応車両数 ２３，５００台（都内無線対応車両全台） 

《昨年設定目標：対応車両数 ２３．５００台（無線対応車両全台）》 

  

各社・各グループの配車アプリにおいては相互の業務提携も多く、多くの会社でアプリ配車が可能と

なっている。アプリ配車は従来の無線配車に比べ、機能が充実していることや、今後の可能性として国

土交通省が実証実験を行った「事前確定運賃」などのアプリを活用することでサービスの幅が広がるも

のと期待される。 

 利便性向上のためにも、都内の法人タクシーのうち、非無線車両が約 25％あるため、先ずは、都内全

車両の 75％に当たる 23500 両の無線車両の全てに導入を目指す。 

「資料１-２：タクシー事業者の取組み」P７参照 

 

 

 



6．UD タクシーの導入車両数及び導入車両数シェア 

［目標設定］ 

 導入車両数 １０．０００台（都内全体で２０２０年までに） 

《昨年設定目標：導入車両台数 １０．０００台（２０２０年までに）》 

  

東京都の補助金を活用し、2020 年まで都内で 1 万台（都内車両数の 1/3 台）を全ての方に優しい車両

であるユニバーサルデザインタクシー（車いすに乗ったまま乗車可能等）の車両に代替えする。 

「資料１-２：タクシー事業者の取組み」P８～９参照 

 

7．環境対応車の導入車両数及び導入車両数シェア 

［目標設定］ 

 目標設定が出来ないため、当面目標値の設定はしない 

《昨年設定目標：導入車両数 １０．０００台（２０２０年までに）》 

  

今回、環境対応車の定義が明確に示された（電気自動車＜プラグインハイブリット車含む＞・燃料電

池車）が、調査に於いては錯誤があったためか数字が上がってしまった。 

示された車両では、営業用車両として使用するには購入・維持コストの問題や、燃料満タンに対する

航続距離数の問題、燃料スタンドのインフラ整備の問題等が多く、導入が進まない。 

また、導入が進んでいる JPN TAXI は上記定義車両ではないが LPG ハイブリッド車で環境面に優れてい

る。                         「資料１-２：タクシー事業者の取組み」P１０参照 

 

8．先進安全自動車（ASV）導入車両数及び導入車両数シェア 

［目標設定］ 

 導入車両数 １０，０００台（都内全体で２０２０年までに） 

《昨年設定目標：導入車両数 １０．０００台（２０２０年までに）》 

 

6 の目標設定と同様。ＵＤタクシーのトヨタ JPN TAXI が先進安全自動車であることから、東京都の補

助金を活用し、2020 年までに都内で 1万台（都内車両数の 1/3 台）を JPN TAXI を中心にへ代替えする。 

「資料１-２：タクシー事業者の取組み」P８参照 

 

9．クレジットカード・電子マネー等導入事業者数及び導入車両数シェア 

［目標設定］ 

 導入車両数 １００％ 

《昨年設定目標：導入車両数 １００％に近い導入》 

  

別調査において、都内のクレジットカードは 98.6％、電子マネー（スイカ、パスモなど）は 80.9％が

導入していると回答を得ている。したがって、どの車両に乗車しても同じサービスが受けられる様、100％

の導入を目標とする。                 「資料１-２：タクシー事業者の取組み」P１１参照 


